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　地方自治体が自主的に財源を確保し、住民の皆さんに必要なサービスを自らの責任でより効
率的に行えるよう、国税である所得税の一部を地方税である個人住民税（個人市民税と個人県
民税を合わせたもの）へ移すことになりました（このことを「税源移譲」と言います）。
　これにより、平成19年から所得税と個人住民税の税額が変わります。

■どう変わるの？
　個人住民税には、所得金額に応じて負担する所得割と、一定額を均等に負担する均等割があります。
　この所得割の税率は現在5％（課税標準額200万円以下）、10％（同200万円超700万円以下）、13％（同700
万円超）ですが、平成19年度から一律10％に変わります。　

※そのほかの税制改正
　所得控除の損害保険料控除が廃止（平成19年度分住民税まで適用）され、平成20年度分個人住民税から地
震保険料控除が創設されます。経過措置として、平成18年中に締結した長期損害保険契約に係る保険料は
平成20年度分以後の個人住民税についても従来の損害保険料控除の適用があります。短期損害保険契約に
係る保険料については控除の適用がなくなります。
　詳しくは、お気軽にお尋ねください。

■税額変化の3つのポイント

②税金の納付方法によって、影響が出る時期にズレがあり
　ます
　毎月の給料から税金を引かれている人は、所得税の減少
は平成19年1月の給料から、個人住民税の増加は平成19年
6月の給料から実施され、税負担の減少が先行します。
　上記以外の人は、個人住民税の増加は平成19年6月から、
所得税の減少は平成20年3月の確定申告から実施され、税
負担の増加が先行します。

①所得税と個人住民税を合わせた税負担は変わりません
　個人住民税所得割の税率は一律10％になりますが、所
得税の税率は現在の4段階から6段階に変わります。
　この結果、課税標準額200万円以下の部分は個人住民税
所得割の税率が5％から10％に引き上げられますが、その
分所得税の税率が10％から5％に引き下げられ、所得税と
個人住民税を合わせた全体の税負担は変わりません。

【課税標準額が300万円の住民税計算例】
�平成18年度分まで
200万円×5％＋
（300万円－200万円）×10％＝20万円
�平成19年度から
300万円×10％＝30万円
※増加分の10万円は、所得税から減額。

�

※夫婦子2人の場合、子
　どものうち1人が特
　定扶養親族に該当す
　るものとしています。
※一定の社会保険料が
　控除されるものとし
　て計算しています。
※住民税には均等割は
　含まれていません。
※税源移譲前の税額は、
　定率減税額を差し引
　く前の金額です。

【税源移譲前後の所得税と住民税の計算例】

税源移譲前（単位：円）
給与収入

計住民税所得税
188,50064,500124,000300万円
421,000163,000258,000500万円
781,000307,000474,000700万円

税源移譲後（単位：円）
計住民税所得税

188,500126,50062,000
421,000260,500160,500
781,000404,500376,500

負担
増減額
0円
0円
0円

� �

■独身者の場合

税源移譲前（単位：円）
給与収入

計住民税所得税
9,0009,0000300万円

195,00076,000119,000500万円
459,000196,000263,000700万円

税源移譲後（単位：円）
計住民税所得税
9,0009,0000

195,000135,50059,500
459,000293,500165,500

負担
増減額
0円
0円
0円

� �

■夫婦・子ども2人の場合

 ●お尋ね　市役所市民税課（�0956-24-1111）

③定率減税の廃止により税負担が増加します
　定率減税は、平成17年度分までの個人住民
税については所得割額の15％相当額（上限4万
円）、平成18年度分は所得割額の7.5％（上限
2万円）となっていましたが、平成19年度分か
らは国の税制改正により廃止され、税負担が
増加します。　


